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令和７年度青森県脱炭素化・カーボンニュートラル関連設備導入支援事業費補助金 交付要領 

 

 

第１章 総 則 

（目的） 

第１条 この要領は、一般社団法人青森県工業会（以下「工業会」という。）が、県内中小企業者のグリーントラ

ンスフォーメーション（ＧＸ）を推進し、脱炭素化に向けた動きに遅れることなく、企業価値や競争力の向上

につなげていくため、デジタル技術を活用した生産工程等の脱炭素化と生産性向上の両立に資する設備の導入

等に要する経費の一部を補助する「令和７年度青森県脱炭素化・カーボンニュートラル関連設備導入支援事業

費補助金（以下「補助事業」という。）」の実施について、必要な事項を定めることを目的とする。 

 

第２章 事業内容及び補助基準 

 

（補助事業の内容及び基準） 

第２条 工業会は、次に定めるところに従って、補助事業を行う者（以下「補助事業者」という。）に対して、予

算の範囲内において補助金を交付するものとする。 

 

１ 補助事業対象者 

  補助対象者は、次の全ての要件を満たす青森県内に本社又は事業所を有している中小企業者（会社および

個人事業主）とする。 

 

（１）中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号）第２条第１項第１号から第４号に規定する中小企業者 

業 種 
資本金の額又は出資

の総額 

常時使用する 

従業員※の数 

ア 製造業、建設業、運輸業、その他の業種（イ～エを除く）

に属する事業を主たる事業として営むもの 
３億円以下 ３００人以下 

イ 卸売業に属する事業を主たる事業として営むもの １億円以下 １００人以下 

ウ サービス業に属する事業を主たる事業として営むもの ５千万円以下 １００人以下 

エ 小売業に属する事業を主たる事業として営むもの ５千万円以下 ５０人以下 

※常時使用する従業員とは、中小企業基本法上の「常時使用する従業員」をいい、労働基準法第２０条の規

定に基づく「予め解雇の予告を必要とする者」です。これには、日々雇い入れられる者、２か月以内の期

間を定めて使用される者、季節的業務に４か月以内の期間を定めて使用される者、試の使用期間中の者は

含まれません。 

 

（２）県が実施する「中小企業等グリーントランスフォーメーション推進事業」においてＧＸ推進アドバイ

ザーが行うＧＸ経営戦略の策定支援、省エネ最適化診断、省エネお助け隊の診断、省エネ診断拡充事

業等のいずれかを受けた中小企業者 

 

（３）次のいずれにも該当しない中小企業者 

ア 法人等（個人、法人又は団体をいう。）が、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律

（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）であるとき、又は法人等
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の役員等（個人である場合はその者、法人である場合は役員又は支店もしくは営業所（常時契約を締結

する事務所をいう。）の代表者、団体である場合は代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している

者をいう。以下同じ。）が、暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であ

るとき 

イ 役員などが、自己、自社もしくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をも

って、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき 

ウ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あるいは

積極的に暴力団の維持、運営に協力し、もしくは関与しているとき 

エ 役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながら、これと社会的に非難されるべき関係を有し

ているとき 

 

２ 補助事業の内容 

  デジタル技術を活用した生産工程等の脱炭素化と生産性向上の両立に資する設備を導入する取組であっ

て、次の全ての要件を満たす事業とする。 

 （要件） 

 （１）県が実施する「中小企業等グリーントランスフォーメーション推進事業」においてＧＸ推進アドバイ

ザーが行うＧＸ経営戦略の策定支援、省エネ最適化診断、省エネお助け隊の診断、省エネ診断拡充事

業等のいずれかを受けて実施する取組であること 

 （２）事業所等の付加価値額※の向上に資する取組であること 

 （３）事業所等の炭素生産性（エネルギー起源二酸化炭素排出量当たりの付加価値額）の向上に資する取組

であること 

 （４）事業の成果を県内中小企業者に波及させるために事業成果の公表に同意すること 

 ※付加価値額とは、営業利益、人件費及び減価償却費を合算したものをいう 

 

３ 補助対象経費 

  補助対象となる経費であることを明確に区分でき、必要性及び金額の妥当性を証拠書類によって確認でき

る、以下の経費とする。 

 （１）機械装置・システム構築費 

 （２）専門家経費 

  ただし、各補助対象経費は、交付決定日以降、補助事業期間内の契約・発注により発生した経費でなけれ

ばならない。 

 

４ 補助期間 

  交付決定日から、補助事業終了後３０日を経過する日、又は令和８年２月２７日（金）のいずれか早い日

とする。 

 

５ 補助率 

  補助対象経費（税抜）の１／２以内の額とする。 

 

６ 補助上限額 

  補助事業者に対する補助限度額は５００万円とする。 
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第３章 補助金の交付 

 

（申込書等の提出） 

第３条 補助金の交付を受けようとする者（以下「補助申込者」という。）は、別に定める期日までに申込書（第

１号様式）に別紙１～３及び関係書類を添えて、工業会に提出しなければならない。 

 

（補助事業の採択） 

第４条 工業会は、前条の申込書の提出があった場合は、別に定める専門的な知見を有する学識経験者等をもっ

て構成される青森県脱炭素化・カーボンニュートラル関連設備導入支援事業費補助金審査会において採択する

ものとする。 

２ 工業会は、前項において採択された事業の補助申込者に対して採択決定の通知を書面により通知するものと

する。 

 

（補助金の採択決定の条件） 

第５条 工業会は、採択決定をする場合において、補助金の交付の目的を達成するため必要があるときは、補助

申込者に対して条件を付すことができるものとする。 

 

（申込の取り下げ） 

第６条 採択決定の通知を受けた補助申込者は、補助金の採択決定の内容、又はこれに付された条件に不服があ

り、補助金の交付の申請を取り下げようとするときは、当該通知を受けた日から１０日以内に工業会に対し、

書面をもって申し出なければならない。 

 

（補助金の交付決定通知） 

第７条 採択決定の通知を受けた補助申込者は、別に定める期日までに交付申請書（第２号様式）に別紙１～３

及び関係書類を添えて、工業会に提出しなければならない。 

２ 工業会は交付申請書の提出を受けた後、補助金を交付することが適当であると認めたときは、補助申込者に

対し、交付決定通知書（第３号様式）により通知する。 

 

（計画変更の承認等） 

第８条 補助事業者は、交付申請書に記載された事業の内容、又は経費（補助対象経費相互間において、いずれ

か低い額の２０パーセント以内で経費の配分を変更する場合及び各経費区分毎に２０パーセント以内で経費

が減少する場合を除く。）を変更しようとするとき、又は補助事業の全部もしくは一部を中止し、もしくは廃止

しようとするときは、あらかじめ計画変更等承認申請書（第４号様式）を工業会に提出して、その承認を受け

なければならない。 

２ 工業会は、前項の承認をする場合において、必要に応じ、交付決定の内容を変更し新たな条件を付すことが

できるものとする。 

 

（事故の報告） 

第９条 補助事業者は、補助事業が予定の期間内に完了することができないと見込まれる場合、又は補助事業の

遂行が困難となった場合は、速やかに事故報告書（第５号様式）を工業会に提出し、その指示に従わなければ

ならない。 
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（補助事業の遂行） 

第１０条 補助事業者は、補助事業の実施に当たっては補助金の交付決定の内容及びこれに付した条件に従い、

善良な管理者の注意をもって遂行しなければならない。 

 

（状況報告） 

第１１条 補助事業者は、補助事業の遂行及び収支の状況について、工業会が必要と認めて指示したときは、遅

滞なく、遂行状況報告書（第６号様式）を工業会に提出しなければならない。 

 

（実績報告） 

第１２条 補助事業者は、補助事業が完了したときは、その日から起算して３０日以内、又は令和８年２月２７

日（金）のいずれか早い時期までに、実績報告書（第７号様式）に関係書類を添えて、工業会に提出しなけれ

ばならない。 

 

（補助金の額の確定） 

第１３条 工業会は、前条の報告を受けた場合において、当該報告書の内容を審査し、必要に応じて現地調査等

を行い、補助事業の実施結果が補助金交付の決定内容及びこれに付した条件に適合すると認めたときは、補助

金の額を確定し、確定通知書（第８号様式）により補助事業者に対して通知するものとする。 

 

（補助金の交付） 

第１４条 工業会は、前条による補助金の額の確定後、補助事業者から請求書（第９号様式）の提出を受けて、

補助金を交付するものとする。 

 

（補助金の交付決定の取消し） 

第１５条 工業会は、補助事業者が補助金の交付決定の内容、又はこれに付した条件に違反したときは、補助金

の交付決定の全部又は一部を取消すことができる。 

２ 工業会は、前項の規定により補助金の交付決定を取り消した場合において、補助金の当該取消しに係る部分

に関し、既に補助金が交付されているときは、期限を定めて、その返還を命ずることができる。 

３ 工業会は、前項の補助金の返還を命じたときは、その命令に係る補助金の受領の日から納付の日までの日数

に応じ、年１０．９５パーセントの割合で計算した加算金を納付させることができる。 

４ 補助金の返還期限は、返還を命じた日から２０日以内とし、工業会は、期限内に納付されなかったときは、

納期の日の翌日から納付の日までの日数に応じ、その未納に係る金額につき、年１０．９５パーセントの割合

で計算した延滞金を徴収するものとする。 

 

第４章 その他 

 

（財産の管理） 

第１６条 補助事業により取得し、又は効用の増加した財産（以下「取得財産等」という。）については、補助事

業の完了後においても、善良な管理者の注意をもって管理し、補助金の交付の目的に従って、その効率的運用

を図らなければならない。 

２ 取得財産等について、財産管理台帳（第１０号様式）を備え管理するとともに、実績報告書（第７号様式）

に財産管理台帳を添付しなければならない。 
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（財産の処分の制限） 

第１７条 補助事業者は、補助事業により取得し、又は効用の増加した工業会が定める財産（以下「取得財産等」

という。）を工業会の承認を受けないで補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付けし又は

担保の用に供してはならない。 

２ 単価５０万円（税抜き）以上の設備購入等は、「処分制限財産」に該当し、補助事業が完了し、補助金の支払

を受けた後であっても、一定の期間（減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１５号）

に定める耐用年数を経過する期間）において処分（補助事業目的外での使用、譲渡、担保提供、廃棄等）して

はならない。 

３ 前項の規定により定められた期間内において、処分制限期間内に当該財産を処分する場合には、事前に工業

会の承認を受けなければならない。なお、工業会は、当該承認に際し、財産処分を承認した補助事業者に対し、

残存簿価等から算出される金額の全部、又は一部に相当する金額を納付させることができる。 

 

（産業財産権等に関する報告） 

第１８条 補助事業者は、補助事業に基づく発明、考案等に関して、特許権、意匠権又は商標権等（以下「産業

財産権等」という。）を補助事業期間内に出願もしくは取得した場合、又はそれを譲渡し、もしくは実施権等を

設定した場合には、遅滞なくその旨を工業会に報告しなければならない。 

 

（補助金の経理等） 

第１９条 補助事業者は、補助金に係る経理について、他の経理と明確に区分して経理するものとし、すべての

証拠書類を整備し、かつ、補助事業の完了の日（中止又は廃止の承認を受けた場合は、その日）の属する年度

の終了後５年間保存しておかなければならない。 

 

（立入検査等） 

第２０条 工業会は、補助事業の適正を期すために必要があると認めたときは、補助事業者に対して補助事業の

実施状況について報告させ、又は担当者にその事務所、事業所等に立ち入り、帳簿書類その他の物件を検査さ

せ、もしくは関係者に質問させることができる。 

 

（その他必要な事項） 

第２１条 工業会は、この要領に定めるもののほか、補助事業の円滑かつ適正な運営を確保するために必要な事

項を別に定めることができる。 

２ 補助事業の成果を県内中小企業者に波及させるため、要請があれば事業成果の発表（紹介）等について協力

しなければならない。 

 

 

 

 

 附 則 

 この要領は、令和７年５月２８日から施行する。 


